
【様式第1号】

自治体名：袖ケ浦市

会計：全体会計 （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産  91,490   固定負債  39,769

    有形固定資産  81,559     地方債等  19,529

      事業用資産  41,319     長期未払金  110

        土地  24,229     退職手当引当金  2,792

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物  43,908     その他  17,337

        建物減価償却累計額 -29,596   流動負債  2,804

        工作物  4,017     １年内償還予定地方債等  2,209

        工作物減価償却累計額 -2,838     未払金  65

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金  397

        航空機 -     預り金  51

        航空機減価償却累計額 -     その他  81

        その他 - 負債合計  42,572

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定  1,599   固定資産等形成分  94,751

      インフラ資産  38,084   余剰分（不足分） -40,613

        土地  5,564   他団体出資等分 -

        建物  1,021

        建物減価償却累計額 -591

        工作物  90,545

        工作物減価償却累計額 -58,680

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定  224

      物品  9,780

      物品減価償却累計額 -7,625

    無形固定資産  38

      ソフトウェア  38

      その他 -

    投資その他の資産  9,893

      投資及び出資金  5,923

        有価証券  2

        出資金  5,922

        その他  0

      長期延滞債権  327

      長期貸付金  189

      基金  3,478

        減債基金  901

        その他  2,577

      その他 -

      徴収不能引当金 -25

  流動資産  5,220

    現金預金  1,399

    未収金  575

    短期貸付金  0

    基金  3,260

      財政調整基金  3,260

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -15

  繰延資産 - 純資産合計  54,138

資産合計  96,710 負債及び純資産合計  96,710

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：袖ケ浦市

会計：全体会計 （単位：百万円）

    資産売却益  16

    その他  1

純行政コスト  35,499

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他  0

  臨時利益  16

  臨時損失  35

    災害復旧事業費  14

    資産除売却損  21

    使用料及び手数料  1,106

    その他  600

純経常行政コスト  35,480

      社会保障給付  4,702

      その他  17

  経常収益  1,706

        その他  136

    移転費用  21,371

      補助金等  16,652

      その他の業務費用  364

        支払利息  198

        徴収不能引当金繰入額  31

        維持補修費  364

        減価償却費  2,994

        その他 -

        その他  597

      物件費等  9,446

        物件費  6,088

        職員給与費  4,996

        賞与等引当金繰入額  395

        退職手当引当金繰入額  16

  経常費用  37,186

    業務費用  15,815

      人件費  6,004

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：袖ケ浦市

会計：全体会計 （単位：百万円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高  53,735  93,780 -40,045 -

  純行政コスト（△） -35,499 -35,499 -

  財源  35,896  35,896 -

    税収等  21,810  21,810 -

    国県等補助金  14,085  14,085 -

  本年度差額  397  397 -

  固定資産等の変動（内部変動）  964 -964

    有形固定資産等の増加  3,358 -3,358

    有形固定資産等の減少 -3,091  3,091

    貸付金・基金等の増加  2,802 -2,802

    貸付金・基金等の減少 -2,105  2,105

  資産評価差額 - -

  無償所管換等  6  6

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額  403  970 -567 -

本年度末純資産残高  54,138  94,751 -40,613 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：袖ケ浦市

会計：全体会計 （単位：百万円）

前年度末歳計外現金残高  33

本年度歳計外現金増減額  18

本年度末歳計外現金残高  51

本年度末現金預金残高  1,399

財務活動収支  277

本年度資金収支額 -316

前年度末資金残高  1,664

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高  1,349

    地方債等償還支出  2,097

    その他の支出  80

  財務活動収入  2,454

    地方債等発行収入  2,454

    その他の収入 -

    資産売却収入  91

    その他の収入  106

投資活動収支 -2,437

【財務活動収支】

  財務活動支出  2,177

    その他の支出 -

  投資活動収入  2,475

    国県等補助金収入  1,555

    基金取崩収入  490

    貸付金元金回収収入  233

  投資活動支出  4,912

    公共施設等整備費支出  3,406

    基金積立金支出  1,162

    投資及び出資金支出  119

    貸付金支出  225

    災害復旧事業費支出  14

    その他の支出  0

  臨時収入 -

業務活動収支  1,845

【投資活動収支】

    税収等収入  21,200

    国県等補助金収入  13,312

    使用料及び手数料収入  1,106

    その他の収入  439

  臨時支出  14

    移転費用支出  21,371

      補助金等支出  16,652

      社会保障給付支出  4,702

      その他の支出  17

  業務収入  36,057

    業務費用支出  12,827

      人件費支出  5,996

      物件費等支出  6,485

      支払利息支出  198

      その他の支出  149

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出  34,198



 

 

 

 

 

 

 

 

全体会計 注記 
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連結会計財務書類における注記（全体会計） 

 
 
 
1. 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 
 
(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券 ············ 償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの ························· 会計年度末における市場価格 
（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの ························· 取得原価（または償却原価法（定額法）） 
③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの ························· 会計年度末における市場価格 
（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの ························· 出資金額 
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(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
建物 5年〜50年 
工作物 5年〜60年 
物品 3年〜20年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法

によっています。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内の
リース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナ
ンス・リース取引を除きます。） 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上し
ています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰
入限度額によっています。 

⻑期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により（または個別に回収
可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

⻑期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（または個別に回収可
能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び
年金資産の見込み額に基づき計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健
全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上してい
ます。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当
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額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値

変動が僅少なもので、3か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い
を含んでいます。 

(7) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

(8) 連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団
体の決算を基礎として連結手続を行っていますが、決算日と連結決算日との間に 生じた重
要な取引については連結上必要な調整を行っています。 

2. 重要な会計方針の変更等 

(1) 会計方針の変更 

該当なし 

(2) 表示方法の変更 

該当なし 

3. 重要な後発事象 

(1) 主要な業務の改廃 

該当なし 

(2) 組織・機構の大幅な変更  

該当なし 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 
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(4) 重大な災害等の発生 

該当なし 

4. 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当なし 

(2) 係争中の訴訟等 

該当なし 

5. 追加情報 

(1) 連結対象団体（全体会計） 

団体名 区分 
国⺠健康保険事業特別会計 特別会計 
介護保険事業特別会計 特別会計 
後期高齢者医療特別会計 特別会計 
下水道事業会計 公営事業会計 

 
連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営企業会計は、全て全部連結の対象としています。 

 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、
出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とし
ています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会
計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了した
ものとして調整しています。 

(3) 表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳 

① 範囲：袖ケ浦市公有財産利活用検討委員会といった庁内組織において売却可能とさ
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れている公共資産 

② 内訳 

事業用資産 752 千円
土地 752 千円
立木竹 - 千円
建物 - 千円
工作物 - 千円
船舶 - 千円
浮標等 - 千円
航空機 - 千円
その他 - 千円
建設仮勘定 - 千円

インフラ資産 - 千円
土地 - 千円
建物 - 千円
工作物 - 千円
その他 - 千円
建設仮勘定 - 千円

物品 - 千円

 
令和4年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法
によっています。 

上記の（752千円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

全体会計 附属明細書 

 



自治体名：袖ケ浦市 年度：令和3年度
会計：全体会計

（単位：百万円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)


(G)

事業用資産  71,596  2,707  550  73,753  32,435  970  41,319
　土地  24,212  113  96  24,229 - -  24,229
　立木竹 - - - - - - -
　建物  43,212  838  142  43,908  29,596  900  14,312
　工作物  3,475  541 -  4,017  2,838  70  1,178
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定  696  1,215  312  1,599 - -  1,599
インフラ資産  96,550  1,067  262  97,355  59,271  1,765  38,084
　土地  5,541  24 -  5,564 - -  5,564
　建物  1,020  1 -  1,021  591  19  430
　工作物  89,639  906 -  90,545  58,680  1,746  31,866
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定  351  135  262  224 - -  224
物品  9,644  137  1  9,780  7,625  256  2,156
合計  177,790  3,911  813  180,889  99,330  2,991  81,559

有形固定資産の明細


